
2021年4月1日

令和７年２月

厚生労働省 社会・援護局

障害保健福祉部 障害福祉課

障害保健福祉施策の動向について
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（在宅・施設別）
障害者総数 １１６４．６万人（人口の約９．３％）

うち在宅 １１１６．０万人（９５．８％）

うち施設入所 ４８．７万人（ ４．２％）

身体障害者（児）      知的障害者（児）         精神障害者 
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在宅精神障害者 

５８６．１万人（９５．３％） 
 

 

施設入所知的

障害者（児） 

１２．８万人 

（１０．１％） 

入院精神障害者 

２８．８万人（４．７％） 施設入所身体障害者（児） ７．１万人（１．７％） 

 

（年齢別）
６５歳未満 ５３％

６５歳以上 ４７％

○ 障害者の総数は１１６４．６万人であり、人口の約９．３％に相当。
○ そのうち身体障害者は４２３．０万人、知的障害者は１２６．８万人、精神障害者は６１４．８万人。

障害者の数

出典 在宅身体障害者（児） 及び在宅知的障害者（児）：厚生労働省「生活のしづらさなどに関する調査」（令和４年）、施設入所身体障害者（児）及び施設入所知的障害者（児）：厚生労働省「社会福祉施設等調査」 （令和３年）等、

在宅精神障害者及び入院精神障害者：厚生労働省「患者調査」（令和２年）より厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部で作成

※在宅身体障害者（児）及び在宅知的障害者（児）は、障害者手帳所持者数の推計。このため、障害者手帳非所持で障害福祉サービス等を利用している者は含まれていない。

※施設入所身体障害者（児） 及び施設入所知的障害者（児）には高齢者施設に入所している者は含まれていない。

※年齢別の身体障害者（児）及び知的障害者（児）数は在宅者数（年齢不詳を除く）での算出し、精神障害者数は在宅及び施設入所者数（いずれも年齢不詳を除く）で算出。

※複数の障害種別に該当する者の重複があることから、障害者の総数は粗い推計である（各種別ごとの人数を単純に合計）。

※令和２年から患者調査の総患者数の推計方法を変更している。具体的には、再来外来患者数の推計に用いる平均診療間隔の算出において、前回診療日から調査日までの算定対象の上限を変更している（平成29年までは31日以上
を除外していたが、令和２年からは99日以上を除外して算出）。



「ノーマライゼーション」理念の浸透

【H15】

【S56】

身体障害者福祉法
（昭和24年制定）

知的障害者福祉法
（精神薄弱者福祉法
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精神保健福祉法
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を支援

心身障害者対策基本法
から障害者基本法へ

【H5】

“

”

障害者基本法
の一部改正

【H23】 共生社会の
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相談支援の充実、障害児
支援の強化など
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おける共生の実現

難病等を
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関する支援の充実など
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障害保健福祉施策の歴史
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【R4.12】

障害者基本法
（心身障害者対策基本法

として昭和45年制定）
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【総括所見のポイント】
１．肯定的に評価された主な立法措置及び取組
障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法施行、障害者差別解消法改正、障害者雇用促進
法改正等
第4次障害者基本計画策定、障害者政策委員会の設置等

２．主な勧告事項
（１）一般的原則及び義務（第１条～第４条）
障害者の保護に関するすべての法政策と障害者権利条約の調和
政策意思決定過程における障害者団体との協議及び協力の確保
「心身の故障」等侮蔑的用語の廃止
優生思想及び非障害者優先主義への対応

（２）個別の権利（第５条～第３０条）

３．今後のスケジュール
２０２８年２月に第２回定期報告の提出を求められている。

障害者権利委員会による政府報告審査 総括所見の公表 ２０２２年１０月
外務省人権人道課

●２０２２年９月９日、ジュネーブにおいて８月２２日及び２３日に行われた第１回政府報告審査を
踏まえた障害者権利委員会の総括所見が公表された。

●２０１４年の障害者権利条約締結以降、我が国が同条約を履行する上で進めてきた立法措置や取
組について肯定的に評価する一方、障害者施策に関する多岐にわたる事項についての勧告等が盛り込
まれた。

障害者の脱施設化及び自立生活支援
インクルーシブ教育の確保
民間・公共セクターにおける障害者雇用の迅速化

あらゆる分野における合理的配慮の確保
ジェンダーの視点の主流化
非自発的入院及び治療の廃止
成年後見制度の廃止
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こども家庭庁設立に伴う障害福祉施策の所管について

• こども家庭庁は、子育て支援施策の中で障害や発達に課題のあるこどもへの支援を所掌し、障害児の福

祉の増進や保健の向上（障害児福祉サービス、医療的ケア児への支援等）を担う。

• 厚生労働省は、障害者の福祉の増進や保健の向上（障害者に対するサービス、障害者と障害児を一体と

して支援する施策等）を担う。

こども家庭庁 厚生労働省

・児童福祉法の
障害児福祉サービス

（児童発達支援、
放課後等デイサービス等）

・医療的ケア児への支援
等

・障害者総合支援法の
障害者のみが利用する
障害福祉サービス
（就労系サービス等）

・障害者手帳
・障害者手当 等

共管
・障害者総合支援法の

障害者と障害児が
両方利用する
障害福祉サービス
（居宅介護等) 等

○こども家庭庁設置法案
（所掌事務）

第四条 こども家庭庁は、前条第一項の任務を達成するため、
次に掲げる事務をつかさどる。
八 第四号から前号までに掲げるもののほか、こども、こどもの

ある家庭及び妊産婦その他母性の福祉の増進に関すること。
十二 こどもの保健の向上に関すること（児童福祉法（昭和二十

二年法律第百六十四号）の規定による小児慢性特定疾病医療費
の支給等に関することを除く。）。

○厚生労働省設置法（平成11年法律第97号）
（所掌事務）

第四条 厚生労働省は、前条第一項及び第二項の
任務を達成するため、次に掲げる事務をつかさ
どる。
八十七 障害者の福祉の増進に関すること。
八十八 障害者の保健の向上に関すること。
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障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための
法律等の一部を改正する法律（令和4年法律第104号）の概要 （令和4年12月10日成立、同月16日公布）

施行期日
令和６年４月１日（ただし、２①及び５の一部は公布後３年以内の政令で定める日、３②の一部、５の一部及び６②は令和５年４月１日、４①及び②の一部は令和５年10月１日）

改正の概要
１．障害者等の地域生活の支援体制の充実【障害者総合支援法、精神保健福祉法】

① 共同生活援助（グループホーム）の支援内容として、一人暮らし等を希望する者に対する支援や退居後の相談等が含まれることを、法律上明確化する。
② 障害者が安心して地域生活を送れるよう、地域の相談支援の中核的役割を担う基幹相談支援センター及び緊急時の対応や施設等からの地域移行の推進を担う地

域生活支援拠点等の整備を市町村の努力義務とする。
③ 都道府県及び市町村が実施する精神保健に関する相談支援について、精神障害者のほか精神保健に課題を抱える者も対象にできるようにするとともに、これら

の者の心身の状態に応じた適切な支援の包括的な確保を旨とすることを明確化する。

２．障害者の多様な就労ニーズに対する支援及び障害者雇用の質の向上の推進【障害者総合支援法、障害者雇用促進法】

① 就労アセスメント（就労系サービスの利用意向がある障害者との協同による、就労ニーズの把握や能力・適性の評価及び就労開始後の配慮事項等の整理）の手
法を活用した「就労選択支援」を創設するとともに、ハローワークはこの支援を受けた者に対して、そのアセスメント結果を参考に職業指導等を実施する。

② 雇用義務の対象外である週所定労働時間10時間以上20時間未満の重度身体障害者、重度知的障害者及び精神障害者に対し、就労機会の拡大のため、実雇用率に
おいて算定できるようにする。

③ 障害者の雇用者数で評価する障害者雇用調整金等における支給方法を見直し、企業が実施する職場定着等の取組に対する助成措置を強化する。

３．精神障害者の希望やニーズに応じた支援体制の整備【精神保健福祉法】

① 家族等が同意・不同意の意思表示を行わない場合にも、市町村長の同意により医療保護入院を行うことを可能とする等、適切に医療を提供できるようにするほ
か、医療保護入院の入院期間を定め、入院中の医療保護入院者について、一定期間ごとに入院の要件の確認を行う。

② 市町村長同意による医療保護入院者を中心に、本人の希望のもと、入院者の体験や気持ちを丁寧に聴くとともに、必要な情報提供を行う「入院者訪問支援事
業」を創設する。また、医療保護入院者等に対して行う告知の内容に、入院措置を採る理由を追加する。

③ 虐待防止のための取組を推進するため、精神科病院において、従事者等への研修、普及啓発等を行うこととする。また、従事者による虐待を発見した場合に都
道府県等に通報する仕組みを整備する。

４．難病患者及び小児慢性特定疾病児童等に対する適切な医療の充実及び療養生活支援の強化【難病法、児童福祉法】

① 難病患者及び小児慢性特定疾病児童等に対する医療費助成について、助成開始の時期を申請日から重症化したと診断された日に前倒しする。
② 各種療養生活支援の円滑な利用及びデータ登録の促進を図るため、「登録者証」の発行を行うほか、難病相談支援センターと福祉・就労に関する支援を行う者

の連携を推進するなど、難病患者の療養生活支援や小児慢性特定疾病児童等自立支援事業を強化する。

５．障害福祉サービス等、指定難病及び小児慢性特定疾病についてのデータベース（ＤＢ）に関する規定の整備【障害者総合支援法、児童福祉法、難病法】

障害ＤＢ、難病ＤＢ及び小慢ＤＢについて、障害福祉サービス等や難病患者等の療養生活の質の向上に資するため、第三者提供の仕組み等の規定を整備する。

６．その他【障害者総合支援法、児童福祉法】

① 市町村障害福祉計画に整合した障害福祉サービス事業者の指定を行うため、都道府県知事が行う事業者指定の際に市町村長が意見を申し出る仕組みを創設する。
② 地方分権提案への対応として居住地特例対象施設に介護保険施設を追加する。 等

このほか、障害者総合支援法の平成30年改正の際に手当する必要があった同法附則第18条第２項の規定等について所要の規定の整備を行う。

障害者等の地域生活や就労の支援の強化等により、障害者等の希望する生活を実現するため、①障害者等の地域生活の支援体制の充実、②障害者の多様な就労ニー
ズに対する支援及び障害者雇用の質の向上の推進、③精神障害者の希望やニーズに応じた支援体制の整備、④難病患者及び小児慢性特定疾病児童等に対する適切な医
療の充実及び療養生活支援の強化、⑤障害福祉サービス等、指定難病及び小児慢性特定疾病についてのデータベースに関する規定の整備等の措置を講ずる。

改正の趣旨
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＜国＞ データベースの整備

○ 障害者や難病患者等が地域や職場で生きがい・役割を持ち、医療、福祉、雇用等の各分野の支援を受けながら、その人らしく安心して暮らすこと

ができる体制の構築を目指す。 このため、本人の希望に応じて、

・施設や病院からの地域移行、その人らしい居宅生活に向けた支援の充実（障害者総合支援法関係、精神保健福祉法関係、難病法・児童福祉法関係）
・福祉や雇用が連携した支援、障害者雇用の質の向上（障害者総合支援法関係、障害者雇用促進法関係）

・調査・研究の強化やサービス等の質の確保・向上のためのデータベースの整備（難病法・児童福祉法関係、障害者総合支援法関係）

等を推進する。

障害者や難病患者等が安心して暮らし続けることができる地域共生社会（イメージ）

地域の助け合い、教育

施設からの退所

住まいの場
・アパート生活

・グループホーム
・実家 等

病院からの退院

就労

伴走

通院

訪問

障害福祉

通所系福祉サービス

訪問

福祉から雇用へ
雇用・就労

施設系福祉サービス
＜事業所・施設＞

地域生活支援
拠点等の市町
村整備の努力
義務化

等通所

就労系福祉サービス

＜障害福祉＞
就労選択支援の創設

一般就労中の就労系福
祉サービスの一時的利用

＜企業＞

雇用の質向上に向けた助
成金の拡充
短時間労働者（10H以上
20H未満）に対する実雇用
率の算定 等

（障害者雇用）
企業、団体等

医療 （入院・日常の医療）
医療機関

＜精神科病院＞
■ 医療保護入院の入院期間の設定

入院患者への訪問相談
退院支援の拡充 等

相談支援等

・市町村

・都道府県

＜市町村＞

基幹相談支援セン
ター整備の努力義務
化

精神保健に関する相
談支援体制整備

等

相談支援事業所等

訪問系福祉サービス

＜グループホーム＞
居宅生活に向けた支援等
の明確化 等

（日常の医療）
訪問看護事業所

基盤整備

支援促進

＜都道府県等＞

小児慢性特定疾病児童等自立支援事業の強
化、福祉・就労等の各種支援の円滑な利用促
進（登録者証の発行等） 等

＜都道府県等＞
■ 難病患者等に対する医療費支給

の助成開始時期を重症化時点に
前倒し 等

ピアサポート活動 友達・趣味等

本人 家族

7



一般就労に移行した人に、就労に伴う生活面の課題に対応するための支援を行う就労定着支援

一人暮らしに必要な理解力・生活力等を補うため、定期的な居宅訪問や随時の対応により日常生活における課題
を把握し、必要な支援を行う自立生活援助

夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談、入浴、排せつ、食事の介護、日常生活上の援助を行う
居宅における自立した日常生活への移行後の定着に関する相談等の援助を行う共同生活援助

自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機能の維持、向上のために必要な訓練を行う自立訓練（機能訓練）
自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、生活能力の維持、向上のために必要な支援、訓練を
行う自立訓練（生活訓練）

一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練を行う就労移行支援

一般企業等での就労が困難な人に、雇用して就労の機会を提供するとともに、能力等の向上のために必要な訓練
を行う就労継続支援（A型）

一般企業等での就労が困難な人に、就労する機会を提供するとともに、能力等の向上のために必要な訓練を行う就労継続支援（B型）

施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介護等を行う施設入所支援

自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含めた施設で、入浴、排せつ、食事の介護等を行う短期入所
医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、介護及び日常生活の世話を行
う療養介護

常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等を行うとともに、創作的活動又は生産活動の機
会を提供する生活介護

自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等を行う居宅介護
重度の肢体不自由者又は重度の知的障害若しくは精神障害により行動上著しい困難を有する者であって常に介
護を必要とする人に、自宅で、入浴、排せつ、食事の介護、外出時における移動支援、入院時の支援等を総合的
に行う

重度訪問介護

視覚障害により、移動に著しい困難を有する人が外出する時、必要な情報提供や介護を行う同行援護

自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険を回避するために必要な支援、外出支援を行う行動援護

介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービスを包括的に行う重度障害者等包括支援

（注）１.表中の「 」は「障害者」、「 」は「障害児」であり、利用できるサービスにマークを付している。 ２.利用者数及び施設・事業所数は、令和 年 月サービス提供分（国保連データ）者 児

居
住
支
援
系

訪
問
系

日
中
活
動
系
施
設
系

訓
練
系
・
就
労
系

障害福祉サービス等の体系（介護給付・訓練等給付）

介
護
給
付

訓
練
等
給
付

児者

者

者

者

者

者

者

者

者

者

者

者

者

者

者

者

者

児

児

児

児

サービス内容 利用者数 施設・事業所数

6 3

207,088

13,125

26,898

15,342

44

59,522

21,072

303,058

123,245

1,198

187,497

2,212

14,818

36,275

90,106

352,862

17,364

22,337

7,631

5,737

2,222

11

6,199

260

12,804

2,546

279

13,577

188

1,347

2,899

4,634

17,295

1,640
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【サービス利用支援】
・ サービス申請に係る支給決定前にサービス等利用計画案を作成
・ 支給決定後、事業者等と連絡調整等を行い、サービス等利用計画を作成
【継続利用支援】
・ サービス等の利用状況等の検証（モニタリング）
・ 事業所等と連絡調整、必要に応じて新たな支給決定等に係る申請の勧奨

計画相談支援

【障害児利用援助】
・ 障害児通所支援の申請に係る給付決定の前に利用計画案を作成
・ 給付決定後、事業者等と連絡調整等を行うとともに利用計画を作成
【継続障害児支援利用援助】

障害児相談支援

住居の確保等、地域での生活に移行するための活動に関する相談、各障害福祉サービス事
業所への同行支援等を行う地域移行支援

常時、連絡体制を確保し障害の特性に起因して生じた緊急事態等における相談、障害福
祉サービス事業所等と連絡調整など、緊急時の各種支援を行う地域定着支援

施設に入所している障害児に対して、保護、日常生活の指導及び知識技能の付与を行う福祉型障害児入所施設

施設に入所又は指定医療機関に入院している障害児に対して、保護、日常生活の指導及
び知識技能の付与並びに治療を行う医療型障害児入所施設

重度の障害等により外出が著しく困難な障害児の居宅を訪問して発達支援を行う居宅訪問型児童発達支援

保育所、乳児院・児童養護施設等を訪問し、障害児に対して、障害児以外の児童との集
団生活への適応のための専門的な支援などを行う保育所等訪問支援

地域の障害児の健全な発達において中核的な役割を担う機関として、障害児を日々保護者の下から通わせて、高
度の専門的な知識及び技術を必要とする児童発達支援を提供し、あわせて障害児の家族、指定障害児通所支
援事業者その他の関係者に対し、相談、専門的な助言その他の必要な援助を行う

センター
児童発達支援

日常生活における基本的な動作及び知識技能の習得並びに集団生活への適応のための
支援、その他必要な支援を行うセンター以外

授業の終了後又は休校日に、児童発達支援センター等の施設に通わせ、生活能力向上の
ための必要な訓練、社会との交流促進などの支援を行う放課後等デイサービス

者 児

障
害
児
通
所
系

障
害
児

入
所
系

相
談
支
援
系

障
害
児
支
援
に
係
る
給
付

障害福祉サービス等の体系（障害児支援、相談支援に係る給付）

障
害
児

訪
問
系

※ 障害児支援は、個別に利用の要否を判断（支援区分を認定する仕組みとなっていない）※ 相談支援は、支援区分によらず利用の要否を判断（支援区分を利用要件としていない）

相
談
支
援
に
係
る
給
付

児

者

者

者

児

児

児

児

児

児

児

児

サービス内容 利用者数 施設・事業所数

（注）１.表中の「 」は「障害者」、「 」は「障害児」であり、利用できるサービスにマークを付している。 ２.利用者数及び施設・事業所数は、令和 年 月サービス提供分（国保連データ）

195,814 12,785

345,741 21,411

385 138

20,700 1,886

1,299 184

1,762 197

262,298 10,325

108,123 6,780

670 358

4,415 550

6 3
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障害保健福祉に関する令和６年度補正予算の概要 厚生労働省
障害保健福祉部

【主な施策】

（１）障害福祉人材確保・職場環境改善等に向けた総合対策の実施 ２８４億円
処遇改善加算を取得している事業所のうち、生産性を向上し、更なる業務効率化や職場環境の改善を図り、障害福祉人材確保・定

着の基盤を構築する事業所に対する支援を行う。
生産性向上・職場環境改善等に係る具体的なテクノロジーの導入への支援、経営等の協働化への支援、処遇改善加算の取得促進や

人材確保対策等の事務体制のサポート支援を行う。
また、就労系サービスについては、障害福祉サービスとしての側面だけでなく、生産活動としての側面があり、障害者就労施設

（就労継続支援A型等）の生産活動の経営改善等の支援として、就労系サービスの経営改善に向けたノウハウの習得や、ICT機器等の
導入による作業の効率化、専門家による助言等支援を行う。

（２）障害福祉等分野における食材料費・光熱水費高騰への支援 重点支援地方交付金の内数
物価高騰により苦しむ障害福祉サービス事業所・施設等（補装具事業者を含む。）への、重点支援地方交付金の活用を促進する。
就労系サービスについては、障害福祉サービス施設等に対する物価高騰対策支援の活用と併せて、中小企業等に対するエネルギー

価格高騰対策支援についても、活用を促進する。

（３）障害保健福祉施策に関するＤＸの推進 ７４億円
障害福祉関係データベースの情報の第三者提供に向けたデータ項目の加工処理の追加等の機能改修や、各自治体において整備され

ている障害福祉サービス等の事業所台帳管理システムと、その他の自治体・事業者間の手続きに関するシステムの共通化に向けた実
態調査や要件定義等を行う。

（４）社会福祉施設等の耐災害性強化、災害復旧への支援等 １３２億円
「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」に基づく障害者支援施設等に対する耐震化整備等の支援、国連・障害者の

十年記念施設の中央監視盤等の設備の更新、災害により被害を受けた障害者支援施設等の災害復旧への支援等を行う。
また、令和６年１月の能登半島地震に加え、９月の石川県における大雨による被災者等への心のケアについて、仮設住宅や避難所

等への訪問支援等の充実を図る。

（５）就労選択支援員養成研修等の実施 ７０百万円
国が実施主体となって就労支援員養成研修を実施するとともに、順次、就労選択支援の対象となる就労継続支援A型の新規利用者

等について、モデル的な取組を通じて課題やノウハウを収集し、マニュアル等を作成する。

【令和６年度補正予算額： ８７４億円（デジタル庁一括計上予算を含む）】



障害保健福祉に関する令和７年度予算案の概要

【主な施策】※（ ）内は令和６年度予算額

（１）良質な障害福祉サービスの確保 1兆6,531億円（1兆5,651億円）
障害者が身近な地域等で暮らすために必要な障害福祉サービスに必要な経費を確保する。

（２）意思疎通支援事業等による地域生活支援の推進 502億円（501億円）
意思疎通支援など障害者等の地域生活を支援する事業について、地域の特性や利用者の状況に応じ、事業の推進を図る。

（３）障害福祉サービス事業所等の整備等の推進 50億円（45億円）
障害者の社会参加支援や地域生活支援を更に推進するため、地域移行の受け皿としてグループホーム等の整備を促進する。

（４）障害者の情報アクセシビリティ・コミュニケーション支援 14億円（13億円）及び地域生活支援事業等の内数
※一部補正予算に計上

手話通訳者をはじめとする意思疎通支援従事者の養成・派遣などの支援体制の構築を推進するとともに、ＩＣＴ機器の利用支援の
取組、読書環境の整備の促進等を行う。

（５）強度行動障害を有する者に対する地域支援機能の強化 4.3億円（4.3億円）
著しい行動障害が生じているなどの難しい事案に対応する現場の職員を支援するため、高い専門性を有する「広域的支援人材」の

発達障害者支援センター等への配置や、支援者同士での意見交換や情報共有等の取組を進めるため、ネットワーク構築を推進する。

◆予算額 （令和６年度予算額） （令和７年度予算案）
２兆１，２６０億円 ２兆２，３３８億円（＋１，０７８億円、＋５．１％）

1

・障害者支援施設等の耐災害性強化等への支援 令和６年度補正予算額：108億円（102億円）
「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」に基づく障害者支援施設等に対する耐震化整備、非常用自家発電設備の設置、

浸水対策等に要する費用の補助を行うとともに、自治体の整備計画に基づく整備を推進する。

・障害者支援施設等の災害復旧への支援 令和６年度補正予算額： 6.4億円
災害により被害を受けた障害者支援施設等の速やかな復旧を図るため、障害者支援施設等における災害復旧事業に要する費用を補助する。

厚生労働省
障害保健福祉部



（６）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 8.4億円（8.4億円）
精神障害者が地域の一員として安心して自分らしく暮らせるよう、住まいの確保支援を含めた精神障害にも対応した地域包括ケア

システムの構築を目指す。さらに、市町村等が実施する精神保健に関する相談支援について、精神障害者のほか精神保健に課題を
抱える者も対象とされたことから構築に資する取組について更なる推進を図る。
また、市町村長同意による医療保護入院者等を対象とした実効的な支援のため、都道府県等において、訪問支援員が精神科病院へ
訪問し、患者の話を丁寧に聴きつつ必要な情報提供を行う事業を行うことができる旨が規定され令和６年４月より開始されたため、
体制の更なる構築を図る。

（７）アルコール健康障害対策・薬物依存症対策・ギャンブル等の依存症対策の推進 8.4億円（8.4億円）
アルコール、薬物、ギャンブル等の依存症患者やその家族等が必要な治療や支援を受けられるよう、全国拠点機関において、
依存症対策に携わる人材の養成等に取り組む。また、都道府県等において、依存症の治療・相談支援等を担う人材を育成するととも
に、相談拠点や専門医療機関等の設置を行うことにより、各地域における医療・相談支援体制の整備等を推進する。
さらに、相談支援や普及啓発等に全国規模で取り組む民間団体を支援するとともに、依存症の正しい理解を深めるための普及
啓発を実施する。

（８）雇用施策と福祉施策の連携による重度障害者等の就労支援 7.7億円（7.7億円）
重度障害者等に対する就労支援として、雇用施策と福祉施策が連携し、企業が障害者雇用納付金制度に基づく助成金を活用しても

支援が充分ではない場合や、重度障害者等が自営業者として働く場合等で、自治体が必要と認めた場合に、必要な就労支援を行う。
また、事業実施市町村において、JEED（独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構）との連絡・調整や企業向けの説明会、
重度障害者等に対するHPやリーフレット等を活用した周知・広報等に新たに取り組み、さらなる利用人数の増加を図る。

（９）東日本大震災等の災害からの復旧・復興への支援 被災者支援総合交付金の内数
東日本大震災による被災者の精神保健面の支援のため、専門職による相談支援等を実施するとともに、自主避難者等への支援など
を通じて、引き続き専門的な心のケア支援を行う。

2

・依存症に係る医療の充実等を図るための支援 令和６年度補正予算額：2.2億円
アルコール依存症、薬物依存症、ギャンブル等依存症及びゲームに関連する問題など、依存症の実態解明や地域の現状・課題に関する

調査研究を実施し、依存症対策を推進する。

・被災者への心のケアの充実を図るための支援 令和６年度補正予算額：1.5億円
令和６年１月の能登半島地震に加え、９月の石川県における大雨による被災者等への心のケアについて、仮設住宅や避難所等への訪問

支援等の充実を図る。



障害福祉サービス関係予算額は１８年間で約４倍に増加している。

5,129億円

5,585億円
（+8.9%）

5,706億円
（+2.2%）

6,430億円
（+12.7%）

7,058億円
（+9.8%）

8,104億円
（+14.8%）

9,001億円
（+11.1%）

（億円）

障害福祉サービス等予算の推移

10,055億円
（+11.7%）

10,530億円
（+4.7%）

11,244億円
（+6.8%）

12,319億円
（+9.6%）

13,468億円
（+9.3%）

14,695億円
（+9.1%）

15,998億円
（+8.9%）

16,946億円
（+5.9%）

18115億円
（+6.9%）

19,211億円
（+6.1%）

※ 令和５年度からはこども家庭庁計上（ ）

20,341億円
（+5.9%）

21,402億円
（+5.2%）



令和６年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定の改定率：＋1.12％（改定率の外枠で処遇改善加算の一本化の効果等があり、それ

を合わせれば改定率＋1.5％を上回る水準）

今般新たに追加措置する処遇改善分を活用し、障害福祉の現場で働く方々にとって、令和６年度に2.5%、令和７年度に
2.0%のベースアップへと確実につながるよう、配分方法の工夫を行う。

２月６日に報酬改定案のとりまとめ、パブコメを実施した上で、３月に報酬告示の改正、関係通知の発出。原則として令和

６年４月１日に施行。

障害福祉分野の人材確保のため、介護並びの処遇改善を行うとともに、障害者が希望する地域生活の実現に向けて、介護との収支

差率の違いも勘案しつつ、新規参入が増加する中でのサービスの質の確保・向上を図る観点から、経営実態を踏まえたサービスの

質等に応じたメリハリのある報酬設定を行う。

○ 障害者が希望する地域生活の実現
・ 地域生活支援拠点等において、情報連携等を担うコーディネーターの配
置を評価する加算を創設
・ 障害者支援施設から地域へ移行した者がいる場合に、入所定員を減ら
した場合を評価するための加算を創設
・ 支援の質の高い相談支援事業所の整備を推進するため、機能強化型
の基本報酬を充実 等

○ 多様なニーズに応える専門性・体制の評価
・ 強度行動障害を有する児者を支援する「中核的人材」の配置や「集中
的支援」について評価（生活介護・施設・グループホーム等）
・ 医療的ケア児の成人期への移行にも対応した医療的ケア体制の充実
（生活介護・施設・短期入所等）
・ 児童発達支援センターの機能強化、児童発達支援・放課後等デイ
サービスの総合的な支援の推進。支援ニーズの高い児や家族への支援
の評価充実、インクルージョンの推進 等

○ 支援時間・内容を勘案したきめ細かい評価
・ 生活介護の基本報酬設定にサービス提供時間に応じた評価の導入。なお、
サービス提供時間については、個別支援計画に定めた個々の支援時間での
算定を基本とするなど一定の配慮を設ける
・ グループホーム、児童発達支援・放課後等デイサービスにおいても、サービス
提供時間に応じた評価を導入
・ 就労継続支援A型における生産活動収支や、就労継続支援B型における
平均工賃月額に応じた評価
・ 通所系サービスにおける食事提供加算について栄養面を評価しつつ経過
措置を延長
・ 障害者虐待防止措置や身体拘束の適正化等、必要な基準を満たしてい
ない場合の減算の導入・見直し（全サービス共通） 等

○ その他
・ 重度化・高齢化を踏まえた居宅介護・重度訪問介護の国庫負担基準の
見直し
・ 物価高騰を踏まえた施設における補足給付の基準費用額（食費・光熱
水費）を見直し 等 14
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障害者の意思決定支援を推進するための方策

障害者の意思決定支援を推進するため、「障害福祉サービス等の提供に当たっての意思決定支援ガイドライン」を踏まえ、相談支援及び障害福祉サー

ビス事業等の指定基準において、以下の規定を追加する。

【取扱方針】

・ 事業者は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、利用者の意思決定の支援に配慮するよう努めなければならない。

【サービス等利用計画・個別支援計画の作成等】

・ 利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮しつつ、利用者が自立した日常生活を営むことができるように支援する上での適切な支援内容の

検討をしなければならない。

・ 利用者の希望する生活や課題等の把握（アセスメント）に当たり、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合には、適切に意思決定支援

を行うため、当該利用者の意思及び選好並びに判断能力等について丁寧に把握しなければならない。

・ 相談支援専門員やサービス管理責任者が行うサービス担当者会議・個別支援会議について、利用者本人が参加するものとし、当該利用者の生活に対

する意向等を改めて確認する。

※ 障害児者の状況を踏まえたサービス等利用計画・障害児支援計画の作成を推進する観点から、 サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者が作成した個

別支援計画について相談支援事業者への交付を義務付け。

【サービス管理責任者の責務】

・サービス管理責任者は、利用者の自己決定の尊重を原則とした上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合には、適切に利用者への意

思決定支援が行われるよう努めなければならない。

※障害児通所支援、障害児入所施設についても、障害児及びその保護者の意思の尊重の観点から、上記に準じた規定を追加。

意思決定支援の推進（運営基準への位置づけ）

相談支援事業者
サービス事業者 ॔
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利用者本人の参加
（原則）

ੑ
઺
੿
ਛ

意思決定に困難
を抱える者の意
思及び選好、判
断能力等の把握

（参考）障害者の意思決定支援のプロセス 相談支援専門員・サービス管理責任者が、利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮しつつ、計画を検討

※相談支援専門員によるモニタリングについて、地域移行に向けた意思決定支援や重度の障害等のため頻回な関わりが必要な者は標準より短い期間で設定が望ましい旨例示 16
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第６期
（令和3～5年度）

第５期
（平成30～令和2年度）

第４期
（平成27～29年度）

第３期
（平成24～26年度）

第１～２期
（平成18～23年度）

目標値

６％
（令和元年度末～
5年度末（4年間））

９％
（平成28年度末～

令和2年度末（4年間））

１２％
（平成25年度末～

29年度末（4年間））

３０％
（平成17年10月1日～

26年度末（9.5年間））

１０％
（平成17年10月１日～
23年度末（6.5年間））

基本指針

５．２％
（令和元年度末～
5年度末（4年間））

８．０％
（平成28年度末～

令和2年度末（4年間）

１２．０％
（平成25年度末～
29年度末（4年間）

２５．２％
（平成17年10月１日～
26年度末（9.5年間））

１４．５%
（平成17年10月１日～
23年度末（6.5年間））

都道府県
障害福祉計画

平成21～23年度は10月１日数値、24年度～令和２年度は３月末数値。令和３年度以降は推計。（出典：施設入所者の地域生活の移行に関する状況調査）

（参考）基本指針及び都道府県障害福祉計画における目標値

成果目標①－1 施設入所者の地域生活への移行に関する目標について

〇 令和元年度末の施設入所者数（127,324人）と比較した地域生活移行者の割合は、令和３年度末までの実績
（2,985人）で2.3％であり、引き続き、現状の水準で推移した場合には、令和５年度末の目標値である６％を下回り、
4.1%となる見込み。

〇 自宅やグループホームなどへの地域移行者数は減少傾向にあり、施設入所者の重度化・高齢化や、地域で重
度障害者を受け入れる体制が十分に整っていないことが要因として考えられる。

現 状

○ 障害者総合支援法の基本理念に基づき、障害者の入所施設等から地域生活への移行を進めるため、グルー
プホームなどにおける障害者の重度化・高齢化への対応や、地域生活支援拠点等の整備の推進等の取組を推進
するとともに、施設入所者の地域生活移行者数に関して、以下の目標を設定してはどうか。

【成果目標（案）】
○ 令和８年度末時点で、令和４年度末の施設入所者数の６%以上が地域生活へ移行することを基

本とする。

成果目標（案）

令和５年１月２３日社会保障審議会障害者部会 資料１－２
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（参考）基本指針及び都道府県障害福祉計画における目標値

成果目標①－２ 施設入所者数の削減に関する目標について

○ 施設入所者を障害支援区分別にみると、区分５以下の利用者は減少する一方、区分６の利用者が増加している。また、年齢階
級別にみると、50歳以上60歳未満は11.2％、65歳以上は37.1％で増加傾向にあり、入所者の重度化・高齢化が進んでいる。

○ 直近３か年（令和元年度～令和３年度）の施設入所者数の削減の状況を踏まえ、引き続きこの水準で推移するとした場合、令
和元年度末の施設入所者数と比較した施設入所者数の削減の割合は令和５年度末までの４年間で約２．５％となる。これは、第
６期計画における令和５年度末の目標値である１．６％を上回る。

現 状

○ 施設には強度行動障害を有する者や医療的ケアが必要な者など専門的支援が必要な者も入所しており、地域移行については、
専門的支援の確保を含め、地域生活支援の充実・整備とともに取り組むことが必要。

○ 近年の施設入所者数の削減状況を踏まえつつ、施設から地域への移行に向けた更なる取組として、施設においてすべての施
設入所者の地域生活移行に関する意向について適切に意思決定支援を行いつつ確認すること、施設入所者が地域生活に移行
する上で必要な支援等について施設の担当職員等が関係機関と連携して検討すること、施設の老朽化等による改築時にはその
定員を見直してグループホームやショートステイの整備を合わせて行うことを基本とすること等の取組を推進することとし、第７期計
画に係る成果目標を以下のように設定してはどうか。なお、障害者支援施設における専門的支援の質の向上に向けた取組も進め
ていく。

【成果目標（案）】
○ 令和８年度末時点で、令和４年度末時点の施設入所者数を５％以上削減することを基本とする。

成果目標（案）

第７期
（令和6～8年度）

第６期
（令和3～5年度）

第５期
（平成30～令和2年度）

第４期
（平成27～29年度）

第３期
（平成24～26年度）

第１～２期
（平成18～23年度）

目標値

▲５％
（令和4年度末～

8年度末（4年間））

▲１．６％

（令和元年度末～
5年度末（4年間））

▲２％
（平成28年度末～

令和2年度末（4年間））

▲４％
（平成25年度末～

29年度末（4年間））

▲１０％
（平成17年10月1日～

26年度末（9.5年間））

▲７％
（平成17年10月１日～
23年度末（6.5年間））

基本指針

－
▲２．３％

（同上）
▲２．２％

（同上）
▲３．８％

（同上）

▲１５．４％
（同上）

▲８．４%
（同上）

都道府県

障害福祉計画

平成17年度、平成20～23年度は10月１日数値。24年度～令和３年度は３月末数値。（出典：国保連データ、社会福祉施設等調査、施設入所者の地域生活の移行に関する状況調査）

令和５年１月２３日社会保障審議会障害者部会 資料１－２
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障害者支援施設における地域移行を推進するための取組

① 運営基準の見直し（地域移行及び施設外の日中サービス利用の意向を確認）

② 基本報酬の見直し

○ 障害者支援施設から地域生活への移行を推進するため、運営基準の見直しや、報酬の見直し・拡充を行う。

〇 すべての施設入所者に対して、地域生活への移行に関する意向や施設外の日中活動系サービスの利用の意向について確認し、本人の希望に応じた
サービス利用になるようにしなければならないことを規定。

〇 また、以下の①、②の体制の整備を令和６年度から努力義務化。令和８年度から義務化するとともに、未対応の場合は減算の対象とする。

①地域移行及び施設外の日中サービスの意向確認を行う担当者を選任すること

②意向確認の記録や意向を踏まえた個別支援計画を作成することなど、意向確認のマニュアルを作成していること

【新設】
地域移行等意向確認体制未整備減算５単位／日

〇 利用定員の変更をしやすくするため、基本報酬の利用定員ごとの報酬設定を、10人ごとに設定。

〇 地域移行に向けた動機付け支援として、グループホーム等の見学や食事利用、地域活動への参加等を行った場合の評価の拡充。

〇 前年度において障害者支援施設から地域へ移行し、６か月以上地域での生活が継続している者が１名以上いる場合かつ入所定員を１名以上減らし
た実績を評価する加算を創設。

〇 送迎加算について、障害者支援施設と隣接していない日中活動系の事業所への送迎した場合には、施設入所者を加算の対象とするよう見直し。

区分2以下区分3区分4区分5区分6利用定員

171単位236単位312単位387単位459単位40人以下

149単位188単位239単位301単位360単位
41人以上
60人以下

135単位165単位201単位251単位299単位
61人以上
80人以下

128単位149単位181単位226単位273単位81人以上

区分２以下区分３区分４区分５区分６利用定員

174単位239単位316単位392単位463単位40人以下

150単位189単位240単位303単位362単位
41人以上
50人以下

147単位185単位235単位297単位355単位
51人以上
60人以下

137単位166単位202単位252単位301単位
61人以上
70人以下

133単位163単位198単位247単位295単位
71人以上
80人以下

129単位150単位181単位225単位273単位81人以上

【現行】 【見直し後】
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【新設】地域移行促進加算（Ⅱ） 60単位／日

【新設】地域移行支援体制加算 例：利用定員が41人以上50人以下、区分６の場合 ９単位／日

③ 地域生活への移行を推進するための評価の拡充

R6報酬改定



障害者支援施設における地域移行等の意向を踏まえたサービス提供（イメージ図）

本人の参加を原則とし、
アセスメント等の基づき
本人の支援方針等検討

本人 家族

支援員

栄養士

意向確認
担当者

医療職

個別支援会議

障
害
者

支
援
施
設

地
域
移
行
等

意
向
確
認
担
当
者

個
別
支
援
計
画

意向の確認

意思表示

本人の意向
を踏まえた
計画の作成

家

族

本

人

モニタリング（半年に１回以上）

サビ管

※サビ管との兼務可

会議の記録

グループホームの見学や食事利用等
通所事業所への見学や食事利用、地域の活動への参加等

動機付け支援

（意向を踏まえ）
地域移行支援へ

※意思を確認した根拠等

※計画相談支援のモニタリング期間について、地

域移行に係る意思が明確化する前の段階にあって、

居住の場の選択について丁寧な意思決定支援を行

う必要がある者については、標準期間より短い期

間で設定することが望ましい旨明確化

計画相談

連

携

拠点コーディネーター

連携

連携

※地域生活支援拠点等に配置されるコーディ

ネーターが、障害者支援施設の担当職員と地域

移行に向けて連携・協力しつつ、利用者の地域

移行のニーズの把握、地域移行支援や体験利用

へのつなぎなどの地域移行の推進に向けた役割

を担う 20

※以下の場合は減算
・担当者の選任なし
・意向確認マニュアル

の作成なし

※令和６年度から努力義
務化、令和８年度から義務
化を想定

（論点 参考資料①）

連携



障害者支援施設における地域移行等の意向確認マニュアルの作成に関する調査研究①
（令和６年度障害者総合福祉推進事業）

○ 令和６年度報酬改定において、障害者支援施設は、
・地域移行及び施設外の日中サービスの意向確認を行う担当者を選任すること
・意向確認の記録や意向を踏まえた個別支援計画を作成することなど、意向確認のマニュアルを作成していること
を、２年間の経過措置を経て令和８年度から義務化することとしている。

○ このため、地域移行等の意向確認の取組みに、より実効性を持たせるため、委員等からの意見収集・整理、実態
調査等を踏まえた上で、各施設で作成するマニュアル例を国において作成する。
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概要

検討委員会委員

所属委員所属委員

一般社団法人 全国手をつなぐ育成会連合会
副会長

立原 麻里子8社会福祉法人 じりつ 理事長岩上 洋一１

社会福祉法人 高水福祉会 理事長野口 直樹9
公益財団法人 日本知的障害者福祉協会

副会長
榎本 博文2

社会福祉法人 はる 理事長福島 龍三郎10社会福祉法人 みんなでいきる 理事片桐 公彦3

全国身体障害者施設協議会 常任協議員宮崎 一哉11
社会福祉法人 育桜福祉会
法人本部事務局 総務課長

佐野 良4

社会福祉法人 みなと舎 理事長森下 浩明12
社会福祉法人 唐池学園カビーナ貴志園

施設長
塩田 友紀５

特定非営利活動法人 日本相談支援専門員協会
事務局長

吉田 展章13
淑徳大学 高等教育研究開発センター

教授
鈴木 敏彦6

神奈川県福祉子どもみらい局 福祉部
独立行政法人化担当課長

吉田 信雄14
日本社会事業大学 専門職大学院

教授
曽根 直樹7

※50音順、敬称略



PwC

本マニュアルの対象とする範囲
＜地域移行等の意向確認が必要な場面と主な確認内容＞

意思決定支援ガイドライン

【参考】本マニュアルの対象とする範囲

家庭等での生活

• 短期入所等の活用の検
討、見学

• 施設入所やグループ
ホーム入居の検討、見
学

施設入所直後

• 入所に至る経緯の
確認

• 解決したい課題や、
生活に関する意向
の確認

入所中

• 日常の意思決定の積み
重ね

• 地域移行等の意向につい
て定期的に確認

• グループホームの体験等、
地域移行も見据えた支援

地域移行

• 関係機関と連携し定
着支援

• 地域生活をする上で
の課題や今後の生
活に関する意向の
確認

すべての入所者への地域移行等の意向確認が義務化される（※）ことに伴い、
各施設で作成するマニュアル例を国において作成するという本事業の趣旨に鑑み、
本マニュアルでは主に破線の範囲についての支援を対象としたい。

• 本マニュアルは、障害者支援施設に入所している利用者の地域移行等に係る意向確認にフォーカス
するため、入所前後における意向確認や支援等に関する示唆や意見等については、必要に応じて報
告書に掲載することを想定しています。

※障害者支援施設は、①地域移行及び施設外の日中サービスの意向確認を行う担当者を選任すること（サービス管理責任者又は地域移行支援の経験者
等を選任）、②意向確認の記録や意向を踏まえた個別支援計画を作成することなど、意向確認のマニュアルを作成していることを令和８年度から義務化す
ることとしている。

（参考）障害者支援施設における地域移行等の意向確認マニュアルの作成に関する調査 第２回検討会資料
PｗCコンサルティング合同会社 2024年10月15日（抄）
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１－②
１－③

○ 基幹相談支援センターは、相談支援に関する業務を総合的に行うことを目的とする施設として、平成24年から法律で位置づけられたが、設置市町村
は半数程度にとどまっている。

○ 障害者の重度化・高齢化や親亡き後を見据え、緊急時の対応や施設等からの地域移行の推進を担う地域生活支援拠点等の整備を平成27年から推進し
てきたが、約５割の市町村での整備に留まっている。※令和３年４月時点整備状況(全1741市町村) 地域生活支援拠点等:921市町村(53％),基幹相談支援センター:873市町村(50％)

○ 市町村では、精神保健に関する課題が、子育て、介護、困窮者支援等、分野を超えて顕在化している状況。また、精神保健に関する課題は、複雑多
様化しており、対応に困難を抱えている事例もある。 ※自殺、ひきこもり、虐待等

○ 基幹相談支援センターについて、地域の相談支援の中核的機関としての役割・機能の強化を図るとともに、その設置に関する市町村の努力義務等を設ける。

○ 地域生活支援拠点等を障害者総合支援法に位置付けるとともに、その整備に関する市町村の努力義務等を設ける。

○ 地域の協議会で障害者の個々の事例について情報共有することを障害者総合支援法上明記するとともに、協議会の参加者に対する守秘義務及び関係機関による協議

会への情報提供に関する努力義務を設ける。

○ 市町村等が実施する精神保健に関する相談支援について、精神障害者のほか精神保健に課題を抱える者（※）も対象にできるようにするとともに、これらの者の心

身の状態に応じた適切な支援の包括的な確保を旨とすることを明確化する。また、精神保健福祉士の業務として、精神保健に課題を抱える者等に対する精神保健に

関する相談援助を追加する。 ※ 具体的には厚生労働省令で定める予定。

現状・課題

都道府県（管内市町村における整備や機能の充実に向けた広域的な支援）

③協議会（個別事例を通じた地域課題の共有、地域の支援体制の整備に向けた協議の場）

①基幹相談支援センター
（地域の相談支援の中核機関）

守秘義務を設ける

地域の障害者・精神保健に関する課題を抱える者の支援体制の整備

見直し内容

本人・家族等の支援に向けた体制整備のイメージ

地域移行の推進
（体験の機会・場）

※複数の事業者が連携するなど
地域の実情に応じて整備

（
地
域
生
活
の
緊
急
時
対
応
や
地
域

移
行
を
推
進
す
る
サ
ー
ビ
ス
拠
点
）

②
地
域
生
活
支
援
拠
点
等

市町村（①～③の整備・設置主体）

拠点コーディネーター

※本人や家族等からの相談

障害者

相談支援事業者 サービス事業者

整備を努力義務化

日常的な相談 日常的な支援

相談支援事業者への支援
（助言・指導等）

設置を努力義務化 連携

緊急時の相談・対応

主任相談支援専門員等

総合相談
専門相談

関係機関との
連携の緊密化

支援 相談 サービス利用
計画策定等
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令和４年障害者総合支援法等の一部改正による見直し令和４年障害者総合支援法等の一部改正による見直し



○ 市町村は、基幹相談支援センターを設置するよう努めるものとする。（法第77条の２第２項）

（一般相談支援事業、特定相談支援事業を行うものに対し、業務の実施を委託することができる（同条第３項））

○ 地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として、次に掲げる事業及び業務を総合的に行うことを目的
とする施設。（法第77条の２第１項）※施設は必ずしも建造物を意味するものではなく、業務を行うための場所のこと。

① 障害者相談支援事業(77条1項3号)・成年後見制度利用支援事業(77条1項4号)

② 他法において市町村が行うとされる障害者等への相談支援の業務
（身体障害者福祉法9条5項2号及び3号、知的障害者福祉法9条5項2号及び3号、精神保健福祉法49条1項に規定する業務）

③ 地域の相談支援従事者に対する助言等の支援者支援
（地域における相談支援・障害児相談支援に従事する者に対し、一般相談支援事業・特定相談支援事業・障害児相談支援事業に関する

運営について、相談に応じ、必要な助言、指導その他の援助を行う業務）

④ (自立支援)協議会の運営への関与を通じた「地域づくり」の業務
（法第89条の3第1項に規定する関係機関等の連携の緊密化を促進する業務）

※ 都道府県は、市町村に対し、基幹相談支援センターの設置の促進及び適切な運営の確保のため、広域的な見地からの助言その他
援助を行うよう努めるものとされている。（法第77条の２第７項）

基幹相談支援センターの事業・業務等 （障害者総合支援法第77条の2）

個別支援（特にその対応に
豊富な経験や高度な技術・
知識を要するもの）

※令和６年４月１日施行

③④が主要な

「中核的な役割」

新

基幹相談支
援センター

令和４年障害者総合支援法改正を踏まえた今後の基幹相談支援センターの全体像

イメージ図

計画相談

協議会

①、②

障害者等への相談
支援等（個別支援）

③ 地域の相談支援
従事者に対する助
言等の支援者支援

④ (自立支援)協議会の

運営への関与を通じた
「地域づくり」の業務

主要な中核的役割

その他地域の実情
に応じてさらに機能
を追加することも想
定

主任相談支援専門員等

地域の中核的な役割を
担う人材を配置

医療的ケア児
コーディネー
ターの配置

（例）

障害者虐待
防止センター

※基幹相談支援センター等機能強

化事業（地域生活支援事業費等補

助金）の活用可能

新

新

新

市町村

都道府県 広域的な見地から
の助言その他援助

設置の努力義務（相談支援事業者への委託可）
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地域生活支援拠点等の整備について

○市町村は、特に、既存のサービス・体制のみでは対応が難しく、市町村が中心となって有機的な連携体制の構築も
含め対応が必要となる、地域における生活への移行及び継続を希望する障害者等に対して、上記の機能を整備する。

○都道府県は、管内市町村における整備や機能の充実に向けた広域的な見地からの助言、その他の援助を行う。

障害者の重度化・高齢化や親亡き後を見据え、緊急時の対応や施設や病院等からの地域移行の推進を担う地域生活支
援拠点等については、令和６年度から障害者総合支援法に位置付けられるとともに、その整備に関する市町村の努力義
務が設けられた。

【地域生活支援拠点等が担うべき機能（改正後の障害者総合支援法第77条第３項）】
① 居宅で生活する障害者等の、障害の特性に起因して生じる緊急の事態における対処や緊急の事態に備えるため

の相談に応じること、支援体制の確保のための連携や調整。緊急時における宿泊場所の一時的な提供等の受入
体制の確保

② 入所施設や病院、親元からの地域移行に向けた、一人暮らしやグループホーム等の体験利用の機会の提供や、
その為の相談や情報提供、関係機関との連携・調整等

③ 障害者の地域生活を支える専門的人材の確保・育成等

都道府県（管内市町村における整備や機能の充実に向けた広域的な支援）

○ 協議会（個別事例を通じた地域課題の共有、地域の支援体制の整備に向けた協議の場）○ 基幹相談支援センター（地域の相談支援の中核機関）

本人・家族等の支援のネットワーク（イメージ） 市町村（整備・設置主体） ＊複数の市町村で共同設置可

○ 地域生活支援拠点等
（地域生活の緊急時対応や地域移行を

推進する機能を地域で整備）

地域移行の推進（体験の機会・場の確保等）

拠点コーディネーター

緊急時に備えた相談・緊急時の対応

障害者 日常的な生活支援
・相談支援事業者
・サービス事業者

等
地域移行に関する支援

・医療機関からの地域移行
・入所施設からの地域移行
・親元からの自立 等

地域生活における安心の確保
地域生活への移行・継続の支援
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地域生活支援拠点等の機能の充実

○ 障害者の重度化・高齢化や親亡き後を見据え、緊急時の対応や施設や病院等からの地域移行の推進を担う地域生活
支援拠点等について、障害者総合支援法の改正により市町村に対する努力義務を設け、その整備を推進するとともに、
機能の充実を図る。

① 情報連携等のコーディネート機能の評価

○ 地域生活支援拠点等において、情報連携等を担うコーディネーターの配置を評価する加算を
創設する。（別紙参照）

地域定着支援

自立生活援助

地域移行支援

指定特定相談支援事業所
機能強化型(Ⅰ)or(Ⅱ)

拠点コーディネーター

○ 地域生活支援拠点等に位置づけられ、かつ、平時からの連携調整に従事する者を配置する通所系サービス事業所において、障害の特性に起因
して生じた緊急事態の際に、夜間に支援を行った場合に加算する。 【新設】通所系サービス 緊急時受入加算 100単位／日

② 緊急時の重度障害者の受入機能の充実

○ 地域生活支援拠点等に位置づけられ、かつ、平時からの連携調整に従事する者を配置する短期入所事業所において、医療的ケア児等の重度障
害者を受け入れた場合に加算する。 【現行】短期入所（加算）100単位／日 ＊拠点位置づけのみ 【見直し後】短期入所（加算）200単位／日 ＊連携調整者配置

③ 地域移行に向けた動機付け支援に係る評価

○ 地域生活支援拠点等に位置づけられている障害者支援施設において、地域移行に向けた動機付け
支援として、グループホーム等の見学や食事利用、地域活動への参加等を行った場合に加算する。
（１月に３回を限度）

【新設】施設入所支援 地域移行促進加算（Ⅱ） 60単位／日

【新設】地域生活支援拠点等機能強化加算 500単位／月 ＊拠点コーディネーター1名につき100回／月を上限

（地域移行支援、自立生活援助、地域定着支援、計画相談支援、障害児相談支援）

※ 地域生活支援拠点等に係る既存の加算について、関係機関との連携調整に従事する者を配置することを要件に加える。（訪問系サービス等）
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配置済み

296箇所

（36.5%）
未配置

516箇所

（63.5%）

コーディネーターを配置している拠点数 未配置の拠点数

n=812箇所
※1270市町村において整備されて
いる地域生活支援拠点等の箇所数

コーディネーターを配置する地域生活支援拠点等の箇所数

整備済み

1270市町村

（72.9%）

未整備

471市町村

（27.1%）

令和６年４月１日までに整備済 未整備

n=1741市町村

全国における地域支援拠点等を整備する市町村数

地域生活支援拠点等の整備状況（その他、円グラフ）
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47人

（5.5%）91人

（10.7%）

713人

（83.8%）

地域生活支援拠点等機能強化加算における拠点コーディネーター

地域生活支援拠点等・ネットワーク運営推進事業（地活事業）における

拠点コーディネーター

その他の事業や自治体職員等によって配置される場合の地域生活支援拠

点等のコーディネーター

地域支援拠点等のコーディネーターの人数（人件費別）

n=851人
※コーディネーターを配置する
地域生活支援拠点等における
コーディネーターの実人数

※ 小数点第二位以下四捨五入



地域生活支援拠点等の都道府県ごとの整備状況（市町村数及び割合）
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◆ 実施主体：国（民間事業者への委託可）

３ 実施主体等

・ 国において、各自治体における相談支援の体制整備等の状況（基幹相談支援センター、地域生活支援拠点等の設置・整備
状況、（自立支援）協議会の運営状況等）について調査を実施し、現状及び課題について詳細に分析・把握。

・ 当該調査結果により把握した地域の体制整備の状況も踏まえ、基幹相談支援センター及び地域生活支援拠点等をはじめと
する地域の相談支援体制等の強化や（自立支援）協議会の効果的な運営のため、
国と自治体の間で意見交換等を実施するためのブロック会議や市町村との意見交換会等を開催する。
※ 令和８年度まで３年間の時限的な実施を想定

２ 事業の概要・スキーム

障害者総合支援法の改正により、令和６年４月１日から、基幹相談支援センターの設置及び地域生活支援拠点等の整備が市町村の努力義
務となり、（自立支援）協議会についても、地域課題の抽出及びその解決を図る機能を促進するための改正が行われた。

当該法改正を踏まえ、第７期障害福祉計画に係る国の基本指針においても、基幹相談支援センター等の設置・整備等について盛り込まれ
たところであり、市町村における基幹相談支援センター等の全市町村における設置・整備及び協議会の効果的な運営に向けて、国が主導的
な立場で各自治体に対して支援を図るもの。

１ 事業の目的

障害者地域生活支援体制整備事業費（都道府県とのブロック会議等の開催）

令和７年度当初予算案 11百万円（11百万円）※（）内は前年度予算額

都 道 府 県
市 区 町 村事業者

調査実施

調査回答

厚 生 労 働 省

調査委
託

結果報告

全国へ情報共有

都 道 府 県
市 区 町 村事業者

厚 生 労 働 省

会議運営
委託

・・・

ブロック毎に会議開催
各自治体と意見交換を実施

調査の分析結果も踏まえ・・・

都 道 府 県
市 区 町 村
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◆ 実施主体：都道府県 ◆ 補 助 率 ：国１／２、都道府県１／２

３ 実施主体等

・ 都道府県にアドバイザーを設置し、市町村に対する基幹相談支援センター及び地域生活支援拠点等の設置・整備並びに
運営に関する助言や、広域での設置・整備に向けた調整等の支援を行う。
※ 令和８年度まで３年間の時限的な実施を想定（各年とも、基幹相談支援センター等の整備率が低い都道府県１０件程度）

２ 事業の概要・スキーム

〇 障害者総合支援法の改正により、令和６年４月から、基幹相談支援センターの設置及び地域生活支援拠点等の整備が市町村の努力義務
となるが、整備市町村は約半数にとどまっていることに加え、都道府県毎に整備状況のばらつきがある。

〇 同法改正により、都道府県による市町村への広域的な支援の役割を明記したことを踏まえ、都道府県による市町村への基幹相談支援セ
ンター等の設置・整備及び運営に係る広域的な支援を促進することにより、各自治体における基幹相談支援センター等の設置・整備の
促進を図る。

１ 事業の目的

令和７年度当初予算案 地域生活支援費等事業費補助金（地域生活支援促進事業）32百万円（32百万円）※（）内は前年度予算額

都道府県厚生労働省

補助

市町村

アドバイザーを配置

市町村 市町村・市町村に対する助言
・広域整備等に向けた調整等

地域生活支援拠点等

地域の相談
支援従事者に
対する助言等

「地域づくり」の業務

基幹相談
支援センター

単独又は共同による整備

地域移行の推進
（体験の機会・場） ※複数の事業者が連携するなど

地域の実情に応じて整備

緊急時の相談・対応

拠点コーディネーター

都道府県による基幹相談支援センター・地域生活支援拠点等整備推進事業
（アドバイザーによる基幹センター等の設置・機能強化促進モデル事業）

※令和６年度は、東京都、新潟県、福井県、高知県、大分県、沖縄県が本事業を活用
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令和６年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定の改定率：＋1.12％（改定率の外枠で処遇改善加算の一本化の効果等があり、それ

を合わせれば改定率＋1.5％を上回る水準）

今般新たに追加措置する処遇改善分を活用し、障害福祉の現場で働く方々にとって、令和６年度に2.5%、令和７年度に
2.0%のベースアップへと確実につながるよう、配分方法の工夫を行う。

２月６日に報酬改定案のとりまとめ、パブコメを実施した上で、３月に報酬告示の改正、関係通知の発出。原則として令和

６年４月１日に施行。

障害福祉分野の人材確保のため、介護並びの処遇改善を行うとともに、障害者が希望する地域生活の実現に向けて、介護との収支

差率の違いも勘案しつつ、新規参入が増加する中でのサービスの質の確保・向上を図る観点から、経営実態を踏まえたサービスの

質等に応じたメリハリのある報酬設定を行う。

○ 障害者が希望する地域生活の実現
・ 地域生活支援拠点等において、情報連携等を担うコーディネーターの配
置を評価する加算を創設
・ 障害者支援施設から地域へ移行した者がいる場合に、入所定員を減ら
した場合を評価するための加算を創設
・ 支援の質の高い相談支援事業所の整備を推進するため、機能強化型
の基本報酬を充実 等

○ 多様なニーズに応える専門性・体制の評価
・ 強度行動障害を有する児者を支援する「中核的人材」の配置や「集中
的支援」について評価（生活介護・施設・グループホーム等）
・ 医療的ケア児の成人期への移行にも対応した医療的ケア体制の充実
（生活介護・施設・短期入所等）
・ 児童発達支援センターの機能強化、児童発達支援・放課後等デイ
サービスの総合的な支援の推進。支援ニーズの高い児や家族への支援
の評価充実、インクルージョンの推進 等

○ 支援時間・内容を勘案したきめ細かい評価
・ 生活介護の基本報酬設定にサービス提供時間に応じた評価の導入。なお、
サービス提供時間については、個別支援計画に定めた個々の支援時間での
算定を基本とするなど一定の配慮を設ける
・ グループホーム、児童発達支援・放課後等デイサービスにおいても、サービス
提供時間に応じた評価を導入
・ 就労継続支援A型における生産活動収支や、就労継続支援B型における
平均工賃月額に応じた評価
・ 通所系サービスにおける食事提供加算について栄養面を評価しつつ経過
措置を延長
・ 障害者虐待防止措置や身体拘束の適正化等、必要な基準を満たしてい
ない場合の減算の導入・見直し（全サービス共通） 等

○ その他
・ 重度化・高齢化を踏まえた居宅介護・重度訪問介護の国庫負担基準の
見直し
・ 物価高騰を踏まえた施設における補足給付の基準費用額（食費・光熱
水費）を見直し 等 31



第１回 10月4日 今後の検討の進め方
第２回 10月25日 実践報告
第３回 11月29日 人材の育成・配置
第４回 12月27日 地域支援体制の在り方
第５回 １月30日 集中的支援 等
第６回 ２月28日 評価基準の在り方
第７回 ３月13日 報告書（案）について
第８回 ３月23日 報告書（案）について

※令和５年度３月末に報告書を取りまとめ

會田 千重 (独）国立病院機構肥前精神医療センター 療育指導課長
◎市川 宏伸 （一社）日本発達障害ネットワーク 理事長

井上 雅彦 （一社）日本自閉症協会 理事
田中 正博 （一社）全国手をつなぐ育成会連合 専務理事
橋詰 正 （特非）日本相談支援専門員協会 理事・事務局 次長
樋口 幸雄 （公財）日本知的障害者福祉協会 副会長

○日詰 正文 （独）国立重度知的障害者総合施設のぞみの園研究部部長
福島 龍三郎 （特非）全国地域生活支援ネットワーク 理事
松上 利男 （一社）全日本自閉症支援者協会 会長
渡邊 亘 札幌市保健福祉局 障がい保健福祉部 障がい福祉課

自立支援担当課長
◎座長、○座長代理 （五十音順・敬称略）

強度行動障害を有する者の地域支援体制に関する検討会

○ 自閉症や知的障害の方で強度行動障害を有する者は、その特性に適した環境調整や支援が行われない場合には、本人の困り
事が著しく大きくなって行動上の課題が引き起こされるため、適切な支援の継続的な提供が必要である。現状では、障害福祉
サービス事業所では受入が困難なために同居する家族にとって重い負担となることや、受け入れた事業所において適切な支援
を提供することができず、意欲のある支援者が苦悩・疲弊し、本人の状態がさらに悪化するなどの実情もある。

○ このような状況や社会保障審議会障害者部会報告書（令和４年６月）における指摘を踏まえ、強度行動障害を有す
る者の地域における支援体制の在り方、支援人材の育成・配置ついて検討するため、「強度行動障害を有する者の
地域支援体制に関する検討会」を開催することとする。

１．趣旨

４．構成員

３．開催状況

○ 強度行動障害を有する者の地域における
支援体制の在り方

○ 強度行動障害を有する者の支援人材の育成・
配置

○ 適切な支援を行うための評価基準の在り方

２．検討事項



（参考）強度行動障害を有する者への標準的な支援
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強度行動障害

予防的支援の重要性 （強度行動障害を有する者の地域支援体制に関する検討会報告書より）

○予防的観点を込めて標準的な支援を行うことが必要
○強度行動障害を引き起こさなくても良い支援を日常的におこなうことが重要
○支援者、家族、教育等の関係者が、標準的な支援の知識を共有し、地域の中に拡げていくことが重要

（強度行動障害を有する者の地域支援体制に関する検討会報告書（令和５年３月30日）より）
○（中略）強度行動障害を有する者への支援にあたっても、知的障害や自閉スペクトラム症の特性など個人因子と、どの
ような環境のもとで強度行動障害が引き起こされているのか環境因子もあわせて分析していくことが重要となる。こうし
た個々の障害特性をアセスメントし、強度行動障害を引き起こしている環境要因を調整していくことが強度行動障害を有
する者への支援において標準的な支援である。

標準的な支援
障害特性を踏まえた*機能
的アセスメントを行い、強
度行動障害を引き起こして
いる環境を調整する
＊機能的アセスメント
課題となっている行動がどのような意味
（機能）をもっているか調べる

課題となっている行動の例

・先の見通しが持てず何度も予定
を確認する

・音に敏感で騒がしい部屋に
入れない

・「拒否」が伝えられず他者を
叩いてしまう など

本人の特性
自閉スペクトラム症や知的障害な
ど個々の障害特性

氷山モデル
見えている行動だけに着目せず行動の背景を考えることが重要
＊強度行動障害支援者養成研修より

環境・状況
困り感やストレスの要因となって
いる環境や状況

強度行動障害は特性と環境
のミスマッチから生じる

アセスメントに基づく支援計画を立て、実施し、
実施内容を評価して次の支援につなげる



強度行動障害を有する障害者等への支援体制の充実
①強度行動障害を有する者の受入体制の強化

④重度障害者等包括支援における専門性の評価等

②状態が悪化した強度行動障害を有する児者への集中的支援

○ 訪問系サービスにおいて有資格者による支援を評価する。

【新設】有資格者支援加算 60単位／日（１人１日当たり）

【重度障害者支援加算（生活介護・施設入所支援）】
○ 区分６以上行動関連項目10点以上の報酬区分を新設する。
○ 強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）修了者の加配要件を廃止し、

生活支援員に占める割合での評価とする（体制加算部分は廃止）。
（現行）基準及び人員配置体制加算の配置数に加えて配置される基礎

研修修了者1人（４時間程度以上）につき、利用者５人まで算定可
（見直し後）生活支援員のうち基礎研修修了者の割合が20％以上

【重度障害者支援加算（短期入所）】
○ 区分４,５の報酬区分を新設する。
○ 標準的な支援を推進するため、強度行動障害支援者養成研修（実践研

修）修了者が作成した支援計画シート等により適切な支援を行った場合
の評価を新設する（基礎研修修了者の配置のみの加算部分は廃止）。

【重度障害者支援加算（共同生活援助）】
○ 共同生活援助での受入体制を強化するため、利用者の状態や環境の変

化等に適応するための初期のアセスメント等の評価を新設する。
【重度障害者支援加算（共通）】
○ 生活介護・施設入所支援・短期入所・共同生活援助において、行動関

連項目の合計点が18点以上の者を受入れて中核的人材が作成する支援計
画シート等により適切な支援を行った場合にさらに加算する。

○ 高度な専門性により地域を支援する人材（広域的支援人材）が、事業所
等を集中的に訪問等（情報通信機器を用いた地域外からの指導助言も含
む）し、適切なアセスメントと有効な支援方法の整理を共に行い環境調整
を進め、支援を行った場合の評価を新設する。※期間は３か月を限度

【新設】集中的支援加算

・広域的支援人材が訪問等した場合の評価 1,000単位／回（月に４回を限度）

・状態が悪化した者を受け入れた施設等への評価 500単位／日
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③行動援護における短時間の支援の評価等

【行動援護の基本報酬】（例）
・所要時間30分以上1時間未満の場合 （現行） 407単位 → （見直し後） 437単位
・所要時間5時間30分以上6時間未満の場合（現行）1,940単位 → （見直し後）1,904単位

○ ニーズの高い短時間の支援を評価する（長時間の支援は見直し）。

【新設】18点以上の場合
※中核的人材養成研修修了者配置

区分６以上かつ10点以上
※実践研修修了者配置

【新設】18点以上の場合
※中核的人材養成研修修了者配置

区分４以上かつ10点以上
※実践研修修了者配置

初期
＋２００単位

個別支援
＋１５０単位

【新設】初期
５００単位

【新設】受入・体制
３６０単位

初期
＋２００単位

個別支援
＋１５０単位

初期
４００単位

受入・体制
１８０単位

生活介護・
施設入所支援

個別支援
＋５０単位

【新設】体制
＋１００単位

受入
５０単位

個別支援
＋５０単位

【新設】体制
＋７０単位

【新設】受入
３０単位

短期入所

初期
＋２００単位

個別支援
＋１５０単位

【新設】初期
５００単位

受入・体制
３６０単位

初期
＋２００単位

個別支援
＋１５０単位

【新設】初期
４００単位

受入・体制
１８０単位

共同生活援助

○ 特定事業所加算に以下の要件を追加する。
・医療・教育等の関係機関との連携 ・行動関連項目18点以上の者の受入れ
・中核的人材養成研修を修了したサービス提供責任者の配置

【新設】外部連携支援加算 200単位／回（月４回を限度）

○ 複数のサービス事業者による連携した支援を評価する。

R6報酬改定



強度行動障害を有する児者に対してチームで支援を実施する上で適切なマネジメントを行う中核的人材については、令和６年
度報酬改定における評価の新設に伴い、その養成研修を計画的に実施する必要がある。

厚生労働科学研究により開発される強度行動障害者支援の人材養成のための専門研修プログラムを活用して、専門性の高い中
核的人材を養成するとともに、令和９年度から全国の都道府県で中核的人材養成が開始できるよう、指導的人材の養成及び指導
的人材が活用する教材の開発等を実施する。

１ 事業の目的

強度行動障害者支援のための中核的人材養成研修事業

２ 事業の概要・実施主体

【事業内容】

・ 強度行動障害を有する児者に対して支援を行う中

核的人材の養成研修

・ 都道府県において中核的人材の養成を担う指導的

人材の養成及び指導的人材が活用する教材の開発

・ 研修修了者に対するフォローアップのため、中核

的人材による現場での実践を共有するための報告会

の開催 等

【実施主体】

独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園

※令和６年こども家庭庁･厚生労働省告示第３号附則

第７条の規定に基づき実施

令和７年度概算要求額 21百万円（ － ）※（）内は前年度当初予算額
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状態が悪化した強度行動障害を有する者への集中的支援

⑴集中的支援の実施要請と都道府県への依頼

○ 在宅やグループホーム等で行動上の課題が頻発するなど状態が悪化したケースについて、広域的支援人材を活用した集中的なアセス
メントと環境調整により状態の改善を図る。実施方法としては、広域的支援人材が事業所を訪問して実施する「事業所訪問型(集中的支
援加算(Ⅰ))」と居住支援系サービスを活用し実施する「居住支援活用型(集中的支援加算(Ⅱ))」の２つの加算を設定。

家庭、事業所

状態が悪化

集中的支援を自治体に申請

支給決定自治体

集中的支援の必要性と、基準に適当しているか確認(障障発0319 ⑴-②※)
＊事業所を利用している場合、当該事業所と検討

都道府県・指定都市
（発達障害者支援体制整備事業を活用可能）
名簿管理・管内の市町村等への情報共有(様式1-1,1-2)
広域的支援人材と居住支援活用型の集中的支援実施施設の選定

(障障発0319 ３-⑴-①ア～ウ 3-⑵-①ア～ウ)

⑵集中的支援の実施の調整(都道府県等)

集中的支援を都道府県に依頼

広域的支援人材

集中的支援を広域的支援人材に要請

居住支援活用型の集中的支援
（実施施設）
施設入所支援・短期入所・障害児入所
施設
複数の都道府県等に登録可
集中的支援加算*(Ⅰ)と(Ⅱ)算定可
＊(Ⅰ)の扱いは事業所訪問型と同様

⑶広域的支援人材による集中的支援の実施

相談支援事業所

広域的支援人材が計画に基づき、事業所
と協力し以下を実施する
・アセスメント
・環境調整の実施
・フォローアップ
3月以内の期間で1月に4回の訪問が限度

⑷集中的支援の修了

自治体
＊居宅支援活用型
の場合は支給決定

集中的支援

広域的支援人材から
開始時に集中的支援実施計画
終了後に実施報告書
を受け取り集中的支援の実施
状況を確認

事業所訪問型の集中的支援
集中的支援加算(Ⅰ)を算定可
広域的支援人材に適切な額の費用の
支払い

強度行動障害を有する児者であり、状態が
悪化し、現状の障害福祉サービス等の利用や
生活を維持することが難しくなった児者

申請時に相談支援支援事
業所等と連携・協力が望
ましい

集中的支援の計画に合わせ必要に
応じてサービス等利用計画を変更



令和７年度概算要求額 ６.0億円（4.3億円）※（）内は前年度当初予算額

発達障害者支援の地域の中核である発達障害者支援センターについて、「発達障害者地域支援マネジャー」の配置等を行い、市町村・
事業所・医療機関との連携や困難事例への対応を行っている。

令和６年度報酬改定により、強度行動障害等の専門的な支援が必要な人材に対し高い専門性を有する「広域的支援人材」を一部の発達
障害者支援センターに配置し、地域支援体制の強化を行うとともに、令和６年度障害福祉サービス等報酬改定では、強度行動障害を有す
る者に対する適切なアセスメントや有効な支援方法の整理を行う「集中的支援加算」を新設した。

これら強度行動障害を有する者に対する集中的支援の実施には、広域的支援人材を事業者に派遣できる体制の構築が早急に必要である
ことから、都道府県及び指定都市に、１名以上の広域的支援人材の配置を目指し、必要な施策を実施していく。

１ 事業の目的

実施主体：都道府県、指定都市
補 助 率 ：１／２

２ 事業の概要・実施主体等
（１）発達障害者地域支援マネジャーの配置

市町村や事業所における困難事例への助言や医療機関等との連携等を
行う発達障害者地域支援マネジャーを配置する。

（２）住民の理解促進
発達障害に関する住民の理解促進のため、小冊子の作成・配布、セミ

ナー等を開催する。

（３）アセスメントツール導入促進
市町村などの関係機関を対象に、アセスメントツールの導入促進を図

るための研修を実施する。

（４）個別支援ファイルの活用促進
市町村等に対する個別支援ファイル（当事者の発達の状況や特性、支

援の経過等を記録）の活用促進に関する取組を行う。

（５）集中的支援の実施のための体制整備（拡充）
障害福祉サービス事業所等における集中的支援の実施のため、広域的

支援人材の配置等の体制整備を行う。

（６）支援人材に係るネットワーク構築（新規）
中核的人材を含む強度行動障害を有する者に対する支援人材が連携し

た支援の実施や、支援者同士での意見交換や情報共有等の取組を進める
ためのネットワーク構築をする。

地域における強度行動障害を有する者の支援体制の強化
（発達障害者支援体制整備事業（地域生活支援促進事業））
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強度行動障害を有する者の地域支援体制のイメージ

38

広域的支援人材
○強度行動障害に関する支援困難事例に対して助言等を行い地域を支援する人材
○発達障害者地域支援体制整備事業（発達障害者地域支援マネジャー）、発達障害者支援

センター等での配置を想定

施設・居住支援系
○障害者支援施設
○障害児入所施設
○共同生活援助 等

日中活動系・訪問系
○生活介護
○短期入所
○行動援護 等

○強度行動障害を有する者の支援においては、特定の事業所、特定の支援者だけで支えるには限界があり、地域の中で複数の事業所、関係機関が連携して支援
を行う体制を構築していくことが必要である。
○事業所においては適切な支援の実施をマネジメントする中核的人材を中心にチームによる支援を進めていくことが必要である。また、各地域において、広域
的支援人材等が事業所への指導助言等を行い、事業所の支援力の向上や集中的支援による困難事案への対応を行う体制を整備していくことが必要である。

強度行動障害を有する者

地域生活支援
拠点等
○障害福祉サービスと

連携し、緊急時の対
応や施設・医療機関
から地域への生活の
移行を支援

緊急時対応

日常的な支援体制の整備中核的人材
○標準的な支援を踏まえ適切な支援を実施し、現場支援で中心となる人材
○特に支援が困難な強度行動障害を有する者を受け入れる場合に配置を想定
○強度行動障害支援者養成研修の修了者を含めた事業所内でチームによる支援を進めていく

状態が悪化した者に対する集中的支援
○広域的支援人材が状態が悪化したケースについて集中的なアセスメント

や環境調整を実施
○広域的支援人材が事業所訪問し実施する形と、居住支援を活用し一時的に

環境を変えて実施する形を想定

支援者間でネット
ワークを構築し地
域で支援力の向上
を図る

連携

サービス等利用計画の策定
相談支援
○計画相談支援 等

医療・教育・
その他関係機関



令和６年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定の改定率：＋1.12％（改定率の外枠で処遇改善加算の一本化の効果等があり、それ

を合わせれば改定率＋1.5％を上回る水準）

今般新たに追加措置する処遇改善分を活用し、障害福祉の現場で働く方々にとって、令和６年度に2.5%、令和７年度に
2.0%のベースアップへと確実につながるよう、配分方法の工夫を行う。

２月６日に報酬改定案のとりまとめ、パブコメを実施した上で、３月に報酬告示の改正、関係通知の発出。原則として令和

６年４月１日に施行。

障害福祉分野の人材確保のため、介護並びの処遇改善を行うとともに、障害者が希望する地域生活の実現に向けて、介護との収支

差率の違いも勘案しつつ、新規参入が増加する中でのサービスの質の確保・向上を図る観点から、経営実態を踏まえたサービスの

質等に応じたメリハリのある報酬設定を行う。

○ 障害者が希望する地域生活の実現
・ 地域生活支援拠点等において、情報連携等を担うコーディネーターの配
置を評価する加算を創設
・ 障害者支援施設から地域へ移行した者がいる場合に、入所定員を減ら
した場合を評価するための加算を創設
・ 支援の質の高い相談支援事業所の整備を推進するため、機能強化型
の基本報酬を充実 等

○ 多様なニーズに応える専門性・体制の評価
・ 強度行動障害を有する児者を支援する「中核的人材」の配置や「集中
的支援」について評価（生活介護・施設・グループホーム等）
・ 医療的ケア児の成人期への移行にも対応した医療的ケア体制の充実
（生活介護・施設・短期入所等）
・ 児童発達支援センターの機能強化、児童発達支援・放課後等デイ
サービスの総合的な支援の推進。支援ニーズの高い児や家族への支援
の評価充実、インクルージョンの推進 等

○ 支援時間・内容を勘案したきめ細かい評価
・ 生活介護の基本報酬設定にサービス提供時間に応じた評価の導入。なお、
サービス提供時間については、個別支援計画に定めた個々の支援時間での
算定を基本とするなど一定の配慮を設ける
・ グループホーム、児童発達支援・放課後等デイサービスにおいても、サービス
提供時間に応じた評価を導入
・ 就労継続支援A型における生産活動収支や、就労継続支援B型における
平均工賃月額に応じた評価
・ 通所系サービスにおける食事提供加算について栄養面を評価しつつ経過
措置を延長
・ 障害者虐待防止措置や身体拘束の適正化等、必要な基準を満たしてい
ない場合の減算の導入・見直し（全サービス共通） 等

○ その他
・ 重度化・高齢化を踏まえた居宅介護・重度訪問介護の国庫負担基準の
見直し
・ 物価高騰を踏まえた施設における補足給付の基準費用額（食費・光熱
水費）を見直し 等 39



障害者虐待の防止・権利擁護

施設・事業所における障害者虐待防止の取組を徹底するため、障害者虐待防止措置を未実施の障害福祉サービス事業
所等について、虐待防止措置未実施減算（所定単位数の１％を減算）を創設。

身体拘束の適正化

○ 身体拘束等の適正化の徹底を図るため、施設・居住系サービスについて、身体拘束廃止未実施減算の減算額を５単位
から所定単位数の10％に引き上げ。訪問・通所系サービスについて、減算額を５単位から所定単位数の１％に見直す。

（※）施設・居住系：障害者支援施設（施設入所支援のほか、障害者支援施設が行う各サービスを含む）、療養介護、障害児入所施設、共同生活援助、宿泊型自
立訓練

訪問・通所系：居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援、生活介護、短期入所、自立訓練（宿泊型自立訓練を除く）、就労
選択支援、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型児童発達支援、保
育所等訪問支援（障害者支援施設が行う各サービスを除く）

虐待防止措置

（参考）身体拘束適正化措置
① やむを得ず身体拘束等を行う場合、その態様及び時間、利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由その他必要な事項を記録すること。
② 身体拘束適正化検討委員会を定期的に開催し、その結果について従業者に周知徹底を図ること。
③ 身体拘束等の適正化のための指針を整備すること。
④ 従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。

（参考）障害者虐待防止措置
① 虐待防止委員会を定期的に開催し、その結果について従業者に周知徹底を図ること。
② 従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。
③ 上記措置を適切に実施するための担当者を置くこと。

本人の意向を踏まえたサービス提供（同性介助）

○ 施設・事業所において、本人の意思に反する異性介助がなされないよう、サービス管理責任者等がサービス提供に関
する本人の意向を把握するとともに、本人の意向を踏まえたサービス提供体制の確保に努めるべき旨を障害福祉サービ
ス事業等の指定基準の解釈通知に明記。 40
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１．事業目的
障害者虐待の未然防止や早期発見、迅速な対応、その後の適切な支援を行うため、地域における関係機関等の協力体制

の整備や支援体制の強化を図る。

２．事業内容
以下のような取組について、地域の実情に応じて都道府県・市町村の判断により実施する。

① 虐待時の対応のための体制整備
例：専門職員の確保、社会福祉士と弁護士による虐待対応専門職チームの活用の促進（専門性の強化）、虐待を受けた

障害者の居宅訪問等、死亡等の重篤事案についての検証

② 連携協力体制の整備
例：地域における関係機関等の協力体制の整備・充実

③ 障害者虐待防止・権利擁護に関する研修の実施
例：障害福祉サービス事業所等の従事者や管理者、相談窓口職員に対する障害者虐待防止に関する研修の実施、

※学校、保育所等、医療機関、放課後児童クラブ等の関係者に対する研修も実施可能

④ 普及啓発
例：障害者虐待防止法における障害者虐待の通報義務等の広報その他の啓発活動の実施

３．実施主体 都道府県及び市町村

４．負 担 率 市町村実施事業：負担割合 国１／２、都道府県１／４ 都道府県実施事業：負担割合 国１／２

○ 障害者虐待防止対策支援事業（地域生活支援促進事業）

１．事業内容
① 障害者の虐待防止や権利擁護に関して、各都道府県で指導的役割を担う者を養成するための研修の実施
② 虐待事案の未然防止のための調査研究・事例分析

２．実施主体 国（民間団体へ委託予定）

○ 障害者虐待防止・権利擁護事業費 令和７年度概算要求額：12百万円
（令和６年度予算：12百万円）

令和７年度概算要求額：6.2億円
（令和６年度予算：6.2億円）

障害者虐待防止対策関係予算
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１ 成年後見制度利用支援事業
・事業内容

成年後見制度の利用に要する費用のうち、成年後見制度の申し立てに要する経費
（登記手数料、鑑定費用等）及び後見人等の報酬等の全部又は一部を補助する。

・実施主体 市町村

２ 成年後見制度法人後見支援・養成研修事業
・事業内容
①法人後見養成のための研修
②法人後見の活動を安定的に実施するための組織体制の構築
③法人後見の適正な活動のための支援
④その他、法人後見を行う事業所の立ち上げ支援など、法人後見の活動の推進に関する
事業

・実施主体 ①都道府県及び市町村 ②～④市町村

３ 成年後見制度普及啓発事業
・事業内容 成年後見制度の利用を促進するための普及啓発を行う。
・実施主体 都道府県、市町村

令和７年度概算要求額
地域生活支援事業費等補助金５２４億円の内数

障害者に対する成年後見制度関係予算事業について
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≪地域との連携等【新設】≫

① 利用者及びその家族、地域住民の代表者、共同生活援助について知見を有する者
並びに市町村の担当者等により構成される地域連携推進会議を開催し、おおむね
１年に１回以上、運営状況を報告するとともに、必要な要望、助言等を聴く機会
を設けなければならない。

② 会議の開催のほか、おおむね１年に１回以上、会議の構成員が事業所を見学する
機会を設けなければならない。

③ ①の報告、要望、助言等についての記録を作成し、これを公表する。

※ 外部の者による評価及び当該評価の実施状況の公表又はこれに準ずる措置として
都道府県知事が定めるものを講じている場合には、適用しない。

※ 日中サービス支援型における協議会への報告義務は、これまでと同様。

※ 上記規定は、令和６年度から努力義務化、令和７年度から義務化。

共同生活援助における支援の質の確保（地域との連携）

○ 障害者部会報告書において、
・ 障害福祉サービスの実績や経験があまりない事業者の参入により、障害特性や障害程度を踏まえた支援が適切に提供されない

といった支援の質の低下が懸念される。
・ 居住や生活の場であり、運営が閉鎖的になるおそれのあるサービス類型については、地域の関係者を含む外部の目を定期的に

入れることが、事業運営の透明性を高め、一定の質の確保につながるものと考えられ、介護分野の運営推進会議を参考とした
仕組みを導入することが有効と考えられる。

との指摘があった。

○ これを踏まえ、運営基準において、各事業所に地域連携推進会議を設置して、地域の関係者を含む外部の目（又は第三者による
評価）を定期的に入れる取組を義務づける。（施設入所支援も同様）
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令和５年度障害者総合福祉推進事業
「障害者支援施設及び共同生活援助におけるサービスの質の確保のために必要な取組に
ついての調査研究」（PwCコンサルティング合同会社）

https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/track-record/welfare-promotion-business2024.html

松崎作成



PwC

効果内容

• 事業所と地域との連携による ①利用者と地域との関係づくり、②地域の人への施設等や利用者に関する理解

の促進、③サービスの透明性・質の確保、④利用者の権利擁護 を目的に、事業所が設置する外部の目を入

れた会議体。

• 会議の開催による構成員との情報共有・意見交換と、構成員の施設訪問による職員や利用者との関係づくり、

事業所の環境や事業運営の確認を行う。

• 利用者にとってはより質の高い支援が受けられる効果がある。また、地域との連携を深めることで、事業所に

とっても、地域での運営がしやすくなる効果がある。

地域連携推進会議の目的・内容・効果

会議の開催
• 構成員との情報共有・意見交換

構成員の施設訪問
• 職員や利用者との関係づくり
• 事業所の環境や事業運営の確認

※会議・施設訪問は、それぞれおおむ
ね1年に1回以上開催する

利用者：質の高い支援が受けられる

事業所：地域で運営がしやすくなる
地域の人への

施設等や利用

者に関する理

解の促進

目的

サービスの
透明性・質
の確保

利用者の
権利擁護

利用者と地
域との関係
づくり

事業所と地域との連携により…
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令和６年度障害福祉サービス等報酬改定の概要（抄）①
（令和６年２月６日 障害福祉サービス等報酬改定検討チームとりまとめ）

第３ 終わりに

○ 令和６年度障害福祉サービス等報酬改定においては、客観性・透明性の向上を図るため、前回改定に引き続き、厚生労働省内に設置
した検討チームにおいて、有識者の参画を得て公開の場で検討を行った。

○ 今回の報酬改定に係る検討を行う中で出た意見等を踏まえ、以下の事項について、引き続き検討・検証を行う。

① 障害者支援施設の在り方について
・ 障害者支援施設の在り方についての検討を進めるため、令和６年度において、今後の障害者支援施設が担う役割や機能等に関して

整理しつつ、更なる地域移行を進めていくための調査研究の実施や検討の場を設ける。

② 共同生活援助における支援の質の確保について
・ 共同生活援助における障害者の特性に応じた支援や、サービスの質を評価するための具体的な基準の在り方について、支援に関する

ガイドラインの策定や、管理者、従業者等に対する資格要件や研修の導入等について、令和６年度以降検討する。

③ 共同生活援助における個人単位で居宅介護等を利用する場合の経過措置の取扱いについて
・ 今年度末までの経過措置とされていた、共同生活援助を利用する重度の障害者が個人単位で居宅介護等を利用することについては、

引き続きその在り方を検討する。

④ 障害福祉サービスの地域差の是正について
・ 障害福祉サービスの地域差を是正し、サービスの供給が計画的かつ効率的に行われる方策について、必要なサービスが公平かつ適正

に提供されるよう、共同生活援助における総量規制も含めた地域の実態や地域移行の状況を踏まえた事業所指定の在り方について検討
する。

⑤ 計画相談支援及び障害児相談支援について
・ 相談支援事業所における手話通訳士等によるコミュニケーション支援の実態を把握するとともに、コミュニケーション支援の体制を

確保する方策について検討する。

⑥ 質の高い障害児支援の確保について
・ 質の高い障害児支援の提供を推進するため、支援に当たる人材の配置や評価の在り方について検討する。
・ 障害児相談支援について、セルフプランの状況等も踏まえながら、必要な質・量を確保する方策について、引き続き検討する。
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令和６年度障害福祉サービス等報酬改定の概要（抄）②
（令和６年２月６日 障害福祉サービス等報酬改定検討チームとりまとめ）

⑦ 障害福祉サービスの公平で効率的な制度の実現について
・ 障害福祉サービスについて、 障害者が希望する地域生活を実現するとともに、 多様化する利用者のニーズに応じて質の確保・向上

を図る必要がある。こうした中で、制度の持続可能性を確保する観点から、サービス間・制度間の公平性を踏まえ、報酬改定における
サービスの質等に応じたメリハリある報酬設定等、公平で効率的な制度の実現に向けた検討を行う。

⑧ 処遇改善の実態把握等について
・ 今回の改定が、福祉・介護職員の処遇改善に与える効果について、実態を把握する。
・ 今回の報酬改定では、処遇改善分について２年分を措置し、３年目の対応については、上記の実態把握を通じた処遇改善の実施状況

等や財源とあわせて令和８年度予算編成過程で検討する。

⑨ 経営実態調査のさらなる分析について
・ 次回の障害福祉サービス等報酬改定に向けては、障害福祉事業所・施設の経営実態等をより適切に把握できるよう、「障害福祉サー

ビス等経営概況調査」や「障害福祉サービス等経営実態調査」において、特別費用や特別収益として計上されている経費の具体的な
内容が明確になるよう、調査方法を見直し、次回以降の調査に反映させる。

⑩ 食事提供体制加算等について
・ 食事提供体制加算については、食事提供時における栄養面での配慮を行うための要件を新たに設け令和９年３月31日まで経過措置を

延長することとするが、他制度とのバランス、在宅で生活する障害者等との公平性等の観点も踏まえつつ、今後、経過措置の実施状況
や効果を踏まえた上で、更に検討を深める。

・ 児童発達支援センターの、自園調理を前提とした基準（調理室の設置、栄養士等の配置）について、今後、構造改革特別区域法に基
づく特例措置の全国展開に関する検討に対応することとし、同特例措置の実施状況や現場の支援の状況等も踏まえながら、更に検討を
深める。

⑪ 補足給付の在り方について
・ 施設入所者に対する補足給付の在り方については、他制度とのバランス、在宅で生活する障害者との公平性等の観点も踏まえ、

引き続き検討する。

⑫ 事業者が提出する各種様式等の簡素化・標準化について
・ 障害福祉サービス等事業者が障害者総合支援法等の規定に基づいて地方公共団体に対して提出する指定申請関連文書等について、

令和５年度中に作成する標準様式等の普及の状況等を踏まえ、標準様式等の使用の基本原則化について検討を行う。
また、令和６年度に電子的に申請・届出を可能とするためのシステムの整備に向けて検討する。
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障害者の地域支援も踏まえた障害者支援施設の在り方に関する調査研究①
（令和６年度障害者総合福祉推進事業）

○ 障害者支援施設は地域移行を推進すること、重度障害者等への専門的な支援を行うことや看取りを行うことなど、
様々な役割があるが、今後、更なる地域移行を進めて行くため、障害者支援施設の役割や機能等を整理することが、
令和６年度障害福祉サービス等報酬改定検討チーム等において求められている。

○ 今後の検討に向けての材料を整理するため、委員・協力団体からの意見収集・整理、実態調査等を行う。
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概要

研究会委員

所属委員

筑波大学 教授小澤 温１

長野大学 准教授相馬 大祐2
日本社会事業大学 教授曽根 直樹3

神奈川県福祉子ども未来局
参事兼障害サービス課長

髙橋 朋生4

植草学園大学 副学長野澤 和弘５

品川区福祉部障害者支援課長松山 香里６

所属

全国社会就労センター協議会1

全国重症心身障害児者を守る会2

全国身体障害者施設協議会3

全国地域生活支援ネットワーク4

全国地域で暮らそうネットワーク5

全国手をつなぐ育成会連合会6

DPI日本会議7

日本グループホーム学会8

日本重症心身障害福祉協会9

日本相談支援専門員協会10

日本知的障害者福祉協会11

（委員） ※50音順 （協力団体） ※50音順



障害者の地域支援も踏まえた障害者支援施設の在り方に関する調査研究②
（令和６年度障害者総合福祉推進事業）

（令和６年度）
今後の検討の材料を整理するため、以下を行う。
・ 先行研究の整理
・ 取組事例（積極的に地域移行を進めている事例、医ケア者等が地域生活を実現できている

事例など）の収集・整理
・ 委員、協力団体から意見収集
・ 実態調査（当事者へのヒアリング調査も含む）

○ ７月２日 第１回検討会開催。事前に委員・協力団体から意見をいただき、意見をカテゴリーごとに
整理の上、実態調査すべき事項を整理。

○ ９月19日 第２回検討会開催。第１回検討会の委員等意見を踏まえ調査項目等の整理。

○ 11月22日 障害者支援施設の実態調査を実施（悉皆調査。実査期間は約１か月。〆切12/22）
11月29日 入所施設の待機者の把握状況調査（都道府県、指定都市、中核市に調査。〆切1/5)

○ 12月上旬～ 顕著な地域移行実績等のある障害者支援施設・法人へのヒアリング調査、当事者や親への
ヒアリング調査を実施（10施設・法人等にヒアリング。実査期間は２か月）

○ ２月上旬 第３回検討会開催予定。（調査票の集計・分析結果、整理事例等について議論）

○ ３月中旬 第４回検討会開催予定。調査結果等のとりまとめ。

（令和７年度）
厚労省で検討会を立ち上げ、障害福祉計画の基本指針の見直し、令和９年度報酬改定等に向けて報告書

をまとめる。
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共同生活援助における支援内容の明確化及び支援の質の評価等に係る研究
（令和６年度障害者総合福祉推進事業）

○ 令和６年度障害福祉サービス等報酬改定検討チームにおいて、「グループホームにおける障害者

の特性に応じた支援内容や、サービスの質を評価するための具体的な基準の在り方について、来年

度以降、ガイドラインの策定や資格要件・研修の導入等により具体化していく」ことが検討の方向

性として盛り込まれた。

○ 今後の議論に向けて、共同生活援助（グループホーム）における具体的な支援内容の明確化及び

サービスの質の評価について調査・検討を行い、共同生活援助における支援に関する ガイドライン

（案）を作成する。

○ また、共同生活援助の開設者や管理者、従業者等に対する資格要件や研修の導入等についても検

討を行う。

概要
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2021年4月1日

ご清聴ありがとうございました


